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表-１ 示方配合 

1. はじめに 

電気化学的脱塩工法(以下，脱塩)は，コンクリ

ート内に直流電流を与え，塩化物イオンを除去す

ることで，コンクリートの鋼材保護性能の回復を

図る塩害対策工法である。PC構造物に脱塩工法

を適用した場合，PC鋼材付近で発生する水素ガ

スの影響により PC鋼材が水素脆化するといった

問題も懸念されてきた．この点に関しては，さま

ざまな報告がなされており，実 PC構造物に脱塩

工法を使用した例も見られる．しかし PC鋼材が

腐食している PC 構造物に脱塩工法を行った場合，

水素脆化による鋼材破断が生じるのかは明らか

になっていない． 

一方，脱塩による塩化物イオンの移動メカニズ

ムについて，十分に解明されていない現状にある。 

 そこで，本研究では電食により断面欠損させた

PC 部材に脱塩工法を適用した際の水素脆化の影
響について検討を行った．また，脱塩による各イ

オンの移動と積算電流密度の関係について実験

的検討を行い，可溶性塩分の移動メカニズムに基

づくモデルの構築を通して，可溶性塩分と積算電

流密度の関係に帰着するモデルの提案を行った．

さらに，脱塩実験終了後，暴露実験を実施し，コ

ンクリート性状を確認することにより脱塩によ

って起こる，鋼材位置へのアルカリ集積の影響に

ついて検討した． 
 
2. PC 鋼材の水素脆化の影響 

2.1 実験概要 

あらかじめ塩分を混入したプレストレストコ 

ンクリート部材に電食を行い腐食を生じさせ，そ

の後，一面から脱塩実験を行った． 

さらに，脱塩実験終了後，鋼材をはつりだし鋼材 
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図-1 脱塩実験方法 

 
表-2 積算電流密度(A・h/mP

2
P) 

 

1A/m
2

3A/m
2

5A/m
2

通電停止直後 4504 6013 5573
通電停止3日後 5856 10812 9214
通電停止7日後 5856 10649 10776

鋼材表面積あたりの電流密度

 

 

 

の引張試験および PC 鋼材破断面の SEM 観察を行

った．  
2.2 供試体および通電方法 

表-１に実験に使用したコンクリートの示方配

合を示す。本実験では，初期塩分として塩化物イ

オンを 10kg/mP

3
P(NaCl量では 16.5kg/mP

3
P)だけ，単

位水量に重量比で内割添加した。 

供試体はプレストレストコンクリートとし，PC

鋼材にはΦ10.8mmの PC鋼より線(SWPR7)を 1本

配置した．供試体寸法は 100×100×2000ｍｍとし

た．緊張力の導入はプレテンション方式とし，初

期緊張力として，鋼材引張強度(120kN)の 71.25% 

(85.5kN)を導入した． 

 また，電食試験により素線１本に対して約 50％
程度の欠損を目標とし，積算電流密度 720A・h/mP

2
P

から断面欠損率約 7.6%程度の腐食欠損を導入し

た． 
図-１に脱塩実験の概略図を示す．脱塩面(下面)

と非脱塩面(上面)以外の側面 4 面を絶縁のためす
べて塗装し，一面脱塩とした． 
2.3 脱塩実験水準 

表-2 に各供試体の積算電流密度と通電期間を
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示す．電流密度は，鋼材表面積(0.0905mP

2
P)あたり

1.0A/mP

2
P，3.0 A/mP

2
Pおよび 5.0 A/mP

2
Pの 3水準とし，

各電流密度に対し 3体づつ計 9体に脱塩実験を行
った．脱塩期間は，約8ヶ月程度の長期間行った．

なお，通電方法は連続通電を基本としたが，電流

密度 5.0 A/mP

2
Pの 8週および 12週については，間

欠通電(4.4日間通電，2.6日間休止)を行った． 
通電終了直後，通電終了から 3日間静置後，通
電終了から 7日間静置後のそれぞれでプレストレ
ストコンクリート部材から PC鋼材をはつりだし，
引張試験を実施した． 
2.4 引張試験結果 
 図-2にPC鋼材の7本より線の引張試験結果（荷

重－伸び関係）を示す．各電流密度において，通

電停止直後に引張試験を実施(0 日)，通電停止か

ら 3 日後に引張試験を実施(3 日)，通電停止から

7 日後に引張試験を実施(7 日)，脱塩なしで電食

試験を実施した PC 鋼材を欠損あり，さらに，電

食試験を実施していない PC 鋼材を欠損なしとし

た．なお，引張試験は，鋼材が 1本破断するまで

とした．図より，脱塩による影響は小さいが，断

面欠損による影響が大きいことが考えられる． 
図-3 に７本より線から取り出した芯線の引張

試験結果を示す．ここで，引張試験開始後，PC 鋼

材がカップラーに噛むまでのすべりがひずみに

入っているため，各試験結果について，PC 鋼材が

カップラーに定着したと考えられる荷重5.6KNで 

伸びが 2.7ｍｍとなるように各試験値を調整した． 

いずれの供試体においても，降伏荷重はほぼ 20

ｋN となり，変化しないことがわかる．また，脱 

塩をしたどの芯線も最終的に伸びが発生し，延性

的な挙動を示した．しかし，脱塩をした鋼材は，

脱塩をしていないものに比べ，伸び率が低下して

いる．また，休止期間の増加により破断までの伸

びが増加する傾向を示した． 

2.5 PC 鋼材破断面の SEM 観察結果 
写真-1 に PC 引張試験後，破断面を倍率 1000 倍 

で電子顕微鏡により SEM 観察した結果を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図-2 引張試験結果(電流密度 5A/mP

2
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図-3 引張試験結果(電流密度 5A/mP

2
P,芯線) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-1 通電停止直後（1A/mP

2
P） 

 

 

写真-1 より，すべての破断面において水素脆化

を示す擬へき開はみられなかった．さらに，全体

的に延性破壊を示すディンプル形状が見られた． 

SEM 観察では，水素脆化の影響は確認されなった． 

 
3. 各イオンの移動メカニズム 

3.1 実験概要 

脱塩工法における，断面内の各イオンの移動と 



 

 

 

 

 

 

 

 

電流量の関係を検討することを目的として，あら

かじめ塩分を混入したプレストレストコンクリ

ート部材を用いて，一面から脱塩を行い，断面内

の各イオンの濃度分布および積算電流密度の測

定を行った。供試体およびコンクリート配合につ

いては，「2.PC 鋼材の水素脆化の影響」と同様で

あり，電食試験を行っていない供試体を使用した．

ここで，表-3 に積算電流密度と脱塩日数の関係，

図-4にイオン濃度分析の分析箇所を示す． 

3.2 アルカリ金属の集積 

図-5 に脱塩面からの距離とNaP

+
P量の関係(切断

面 14，11，8，5，2)，図-6 に脱塩面からの距離
とKP

+
P量の関係を示す．NaP

+
P，KP

+
P共に通電量の 

増加に伴い鋼材位置(8)では増加し，脱塩面表層
(2)では若干減少する傾向を示した． 
3.3 塩化物イオンの移動 

3.3.1 固定塩分の実験結果 

 図-7 に固定塩分量と積算電流密度との関係を

示す．鋼材位置(8)では，固定塩分量が若干減少す
る傾向を示したが，脱塩面表層(2)などその他の部
位では減少量が比較的小さい． 
3.3.2 可溶性塩分の実験結果 

 図-8に鋼材位置(8)，鋼材裏側(11)，脱塩面表層
(1)での積算電流密度と可溶性塩分量の関係を示
す．可溶性塩分の変化は電流密度によらず積算電 
流密度により一様な傾向が確認された．鋼材付近 
など電位の大きな場所ほど可溶性塩分は減少し，

鋼材裏(11)の部位においても減少した． 
図-9 に積算電流密度と可溶性塩分の濃度分布の

経時変化を示し，脱塩前の可溶性塩分量からの減  
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脱塩日数 1A/m2 3A/m2 5A/m2

4週 617 1897 2563
8週 1252 3005 3378
12週 1940 3862 4051

鋼材表面積あたりの電流密度
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 図-4 イオン濃度分析の分析箇所
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 図-7 固定塩分量と積算電流密度 
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図-8 可溶性塩分量と積算電流密度
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
少量を階級ごとに色分けしている．また，図に脱

塩処理後の経過日数を示した．これは，積算電流

密度で評価できることから，電流密度をすべて

1A/ｍP

2
Pと考え，積算電流密度から脱塩日数を換算

して求めたものである．可溶性塩分の減少量は，

鋼材位置に近い箇所，鋼材と脱塩面を短絡する経

路上(2列目)にある箇所および脱塩面に近い箇所 

ほど減少量が大きい傾向にあるといえる． 

3.3.3 可溶性塩分の移動モデル 

モデル化を行うにあたっては以下の仮定を行

った．(1)非脱塩面付近では，可溶性塩分量は変化 
しない．(2)塩化物イオンの移動は電気的な力に支
配され，濃度勾配による拡散の影響は無視できる．

(3)コンクリート中の電気的な流れは有限個の抵
抗を有する回路によって表される．本モデルでは，

電流量(A)に脱塩時間(h)を乗じた積算電流量(A・
h)で評価を行った．図-10 に本モデルで仮定した
電気回路を示す．図-11に本解析のフローを示す． 
コンクリートの抵抗密度は，塩化物イオン量の 

減少とともに増加する．コンクリートの抵抗密度

として式(1)の関数形を仮定し，感度解析により係
数を定めることとした． 

β－〕〔

α
ρ

Cl
=                  (1)        

ここに，ρ：各要素の抵抗密度[Ω・m]，α，β：定 
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数(α=550，β=1.0)である．さらに，抵抗値 Rを式
(2)により定めた． 

S
R ｌ
ρ=                 (2) 

ここに，R：各要素の電気抵抗(Ω)，l：各要素の
電流の流れる方向の長さ(ｍ)，S：各要素の断面積
(ｍP

2
P)である．電流量は電圧を一定とし，オームの

法則により算出した． 
図-12に鋼材位置(8)での積算電流量と可溶性塩
分量の関係を示す．実験値から最小二乗法により

近似式を求めた．この近似式を微分したものを式

(3)に示す． 
503.0785.21)( −− ×= ItCl          (3) 

4.46 4.83 4.32

.85 5.61 5.22

.99 6.46 5.50

.99 5.22 5.12

.93 5.84 5.70

4
可溶性塩分 
減少量 4

4

減少量小 5
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4.00 4.83 4.12

4.35 4.97 4.88

4.97 2.65 5.08

4.69 4.32 4.46

5.59 4.99 5.11

4.99 4.95 4.42

5.36 4.78 4.99

4.53 2.42 4.51

5.08 3.27 4.85

4.92 4.39 5.22

4.76 4.44 5.11

5.04 4.00 5.77

4.60 1.84 4.26

4.42 2.69 4.26

4.37 3.75 4.35

4.65 4.67 4.60

.53 3.86 5.73

.91 1.84 4.67

.00 2.76 4.26

.28 3.70 4.69

4

3

4

4

4.74 4.74 4.35

3.73 2.78 4.23

3.63 1.24 4.62

3.63 2.39 4.14

4.02 3.45 4.19

※色分け：脱塩前の可溶性塩分からの減少量  図中の数値：残存する可溶性塩分量(kg/mP
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図-9 積算電流密度と可溶性塩分の濃度分布の経時変化 
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図-10 本モデルで 

仮定した電気回路
図-11 解析のフロー



ここに，(ClP

-
P)：鋼材位置での可溶性塩分量(kg/mP

3
P)，

It：積算電流量(A・h)である．ここで，式(3)を微
分し，各可溶性塩分量での可溶性塩分の減少量を

式(4)のように定めた． 
       (4)  tIClCl ××−− 2.9880.0011 〕〔＝⊿

ここに，∆ClP

－
P：脱塩時間T時の各要素の可溶性塩

分減少量(kg/mP

3
P)，[ClP P]：脱塩時間T-∆T時の各要

素の可溶性塩分量(kg/mP

3
P)，I：各要素での電流量

(A)，t：単位時間(h)である．次に，可溶性塩分量
を式(5)により表される連続式を用いて求めた． 
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y=21.785x-0.503

)()()()( xClxClyClxCl −−−− −+= ⊿〕〔⊿  (5)  
ここに，ClP

-
P(x)：各要素の可溶性塩分量(kg/mP

3
P)，

∆ClP P(y)：隣接要素からの可溶性塩分量の流出量の
総和(kg/mP

3
P)，[ClP P](x)：脱塩時間T-∆T時の各要素

の可溶性塩分量(kg/mP

3
P)，∆ClP P(x)：各要素の可溶

性塩分減少量(kg/mP

3
P)である．一つの要素から流

出する経路が複数本ある場合には，求めた電流量

に対応した可溶性塩分量を振り分けた． 

-

3.3.4 解析結果 

図-13 に可溶性塩分量と積算電流密度の解析結

果と実験結果を示す．初期可溶性塩分量は

6.0kg/mP

3
Pとした．実験値と解析値によい相関性が

見られ，可溶性塩分の移動が簡易なモデルによっ

て再現できた． 

3.3.5 配合の異なる供試体への本モデルの適用 

表-4にコンクリート配合を示す．初期塩化物イ

オン量を 6kg/mP

3
P(NaCl量では 9.9kg/mP

3
P)とし，単位

水量に重量比で内割添加した．図-14 に脱塩実験

方法を示す． 

供試体寸法は 100×100×100mm とし，コンクリ

ート内部に網状の内部電極を設置した．電流密度 

はコンクリート表面積あたり 2.0A/mP

2
Pとした．イ

オン濃度分析には，断面を 5分割し，可溶性塩分
量の測定を行った．また，3.3 と同様に，最小二

乗法により電極部での 各可溶性塩分量での可溶
性塩分の減少量を式(7)のように定めた． 

tIClCl ××−− 2.61400.1186 〕〔＝⊿        (7) 

ここに，∆ClP

－
P：脱塩時間T時の各要素の可溶性 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 鋼材位置(8)での可溶性塩分量  

 

 

 

 

 

 

 

 
図-13 可溶性塩分量の解析結果 
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図-14 脱塩実験方法 

 

塩分減少量(kg/mP

3
P)，[ClP P]：脱塩時間T-∆T時の各

要素の可溶性塩分量(kg/mP

3
P)，I：各要素での電流

量(A)，t：単位時間(h)とする． 
図-15 に本モデルに式(7)を使用した時のコン

クリート表面積あたりの積算電流密度における

可溶性塩分減少量の計算値と実験値を示す．すべ

ての面でよい相関性が得られ，配合および初期塩

分量の異なる供試体にも脱塩時間 T時の各要素の

3
Gm

表-4 コンクリート配合 



可溶性塩分減少量を変化させることにより，本モ

デルを適用することができると考えられる． 

 

4. 脱塩工法適用後のコンクリート性状 

 暴露試験後，ひび割れの発生した供試体を確認

した．供試体を切断したところ切断面には，白色

析出物が見られた．また，鋼材の腐食は見られな

かった．写真-2に分析箇所(白色物)におけるSEM
観察を示し，図-16にSEM観察における観察部位
1，2での化合成分，図-17に観察部位 5での化学
成分の比較を示す．観察部位 1では，SiOB2Bが不足

しており，CaO量が多量に存在している．このこ
とから，セメント水和物であるC-S-Hゲルである
と考えられる．また，観察部位では，CaOが 80％
以上を満たしており，SEM観察からもCaCOB3Bだ

と考えられる．また，写真 1および図 3よりエト

リガイトと思われる膨張生成物の結晶が多量に

検出され，ひび割れに起因していることが予想さ

れる． 
 
結論 

本研究において以下の知見が得られた。 

(1)断面欠損した PC部材に脱塩実験を行ったとこ

ろ水素脆化の影響は見られなかった． 

(2)可溶性塩分の電気化学的な移動が塩分濃度と
抵抗密度に基づく簡易なモデルによって再現で

きた．また，配合の異なる供試体においても本モ

デルを適用可能であることが分かった． 
(3)脱塩実験終了後，暴露試験を実施したところ，

積算電流密度の大きな供試体にひび割れが発生

した．また，エトリンガイトがひび割れに起因し

ていると予想される． 
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 図-15 本モデルに式(7)を使用した

時の可溶性塩分量の解析結果  
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 写真-2 分析箇所における SEM 観察 
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図-16 観察部位 1，2での化合成分
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図-17観察部位 5での化学成分の比較表-5 ひび割れ状況 

○：ひび割れなし 
△：ひび割れ発生し始め 
×：ひび割れあり 

0W 4W 8W 4W 12W 4W 8W 8W 12W 12W
0A/ｍ2 1A/m2 1A/m2 3A/m2 1A/m2 5A/m2 3A/m2 5A/m2 3A/m2 5A/m2

0 26 52 79 81 107 125 141 161 169

0 617 1252 1897 1940 2563 3005 3378 3862 4051
脱塩面 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非脱塩面 ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ × ×
脱塩面 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
非脱塩面 ○ ○ × × × × × × × ×

塗装あり

塗装なし

積算電流密度A･ｈ/m
2

通電日数(1A/m
2
換算)

脱塩水準
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